
       
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

               
 

 
 

 
 

                                                                                   
                                                                                    

IASBとFASBは、収益認識に関する新しい基準であるIFRS
第15号「顧客との契約から生じる収益」（米国ではASU 
2014-09）を公表しました。不動産開発、プロパティマネジメン
ト又は建設事業を行う企業に対して、IFRS第15号は従来の基
準のいくつかを置き換えており、多数の主要な領域で重要な新
しいガイダンスを示しています。

本刊行物は、実務上の留意点や設例を数多く掲載しており、
不動産業及び建設業で事業を行っている企業に本新基準の
最も重要な影響を識別し対処するうえで役立つガイダンスを提
供しています。

IFRS第15号への準備
不動産業及び建設業における
収益の認識

Issue 1 August 2016
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1. はじめに

2014年5月に、国際会計基準審議会（IASB）と財務会計基準審議会（FASB）は、収益
に関する新基準であるIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」（米国ではASU 
2014-09）を公表した。



不動産業及び建設業における収益の会計には、相互
に関連した財及びサービスの複雑な組合せの取扱いから、
売主の保証、融資及び他の形式の継続的関与に至るま
で、業種特有の課題があります。IFRIC第15号の詳細なガ
イダンスは新しい要件に置き換えられており、企業は、完成
前（オフプラン）の各居住単位の販売及びその他の不動
産取引から生じる収益を一定の期間にわたり又は一時点
で認識すべきかどうかを判断する際に、専門的な判断を適
用することが必要となります。
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新基準では、収益を一時点で認識するのか又は一定の期間
にわたり認識するのかを判定するための要件を変更しており、
企業は自身の契約を慎重に検討する必要があります。また、収
益に関する開示は拡充、改善されており、現在では、契約残高
及び変動、残存履行義務（受注残高）、並びに収益認識の時
期及び採用した方法についての重要な判断に関する情報も含
まれます。

代わりに、新基準では、例えば以下のような主要な疑問に対
処する重要な新しいガイダンスを提供しています：
•	 収益は一定の期間にわたり又は履行の完了時にのみ認識

すべきか？
•	 売手が顧客の購入について融資する場合に、収益認識はど

のような影響を受けるのか？
•	 契約変更（すなわち、「変更指示」又は「変型」）は現在及び

将来の収益にどのような影響を与えるのか？
•	 業績連動型の手数料はどのように会計処理しなければなら

ないのか？
•	 開発業者が顧客側要因の遅延により生じる原価見積超過

に対するクレームを意図している場合に、これは当期の収益に
どのような影響を及ぼすのか？
•	 着手費用及び契約獲得コストを資産として認識できるか又は

費用として認識しなければならないのか？
•	 財又はサービスの組合せは、どのような場合に独立した履行

義務を表すのか？

IFRS第15号では、以前のリスクと経済価値に基づくアプ
ローチを廃止し、以下の5つのステップを中心に構成される新し
い支配に基づくモデルを採用しています。

企業は、IFRS第15号を2018年1月1日以後開始する事業年度から適用することを要求されます。ただし、早期適用は認められ
ます。収益の認識時期及び金額に大きな影響を及ぼす可能性があるため、不動産業及び建設業に属する企業は、本基準の適
用前にあらかじめ十分な時間をとって、重大な影響をすべて識別し理解しておくようにすることをお勧めします。

不動産開発、プロパティマネジメント又は建設事業（以下「不動産業及び建設業」といいま
す）を行う企業に対して、新しいガイダンスは、IAS第18号「収益」、IAS第11号「工事契
約」及びIFRIC第15号「不動産の建設に関する契約」を含む、従来の基準のいくつかを置
き換えている。

実務上の留意点－概観

1  
顧客との契約を
識別する

2 
履行義務を
識別する

3  
取引価格を
算定する

4 
取引価格を
配分する

5
収益を
認識する

IFRS第15号の支配に基づく5つのステップによるモデル



       
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

               
 

 
 

 
 

 

                                                                                    
                                                                                    

2. 詳細



IFRS第15号
他のすべての

顧客との契約、
及び当該契約を獲得し
履行するためのコスト

金融商品
（IFRS第9号）

IFRS第10号、
IFRS第11号、
IAS第27号、
IAS第28号の

範囲に含まれる
権利又は義務　

リース
（IAS第17号、
IFRS第16号）

保険
（IFRS第4号）

特定の
非貨幣性資産の

交換
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IFRS第15号は、財又はサービスを提供するための顧客との契約に適用されます。リース契
約、保険契約、融資契約、金融商品、保証（製品保証以外）、及び第三者である顧客への
販売を容易にするための同業他社との非貨幣性資産の交換など、他のIFRSの範囲に含
まれる特定の契約に対しては適用されません。

範囲

顧客契約がIFRS第15号の範囲に含まれると判断された後
でさえも、当該基準における詳細なガイダンスが適用可能とな
る前に、満たすべきいくつかの追加的な承認基準があります。そ
れらには以下が含まれます：
•	 契約に経済的実質がある
•	 契約の当事者が契約を承認している
•	 各当事者の権利及び支払条件を識別できる
•	 企業が権利を得ることとなる対価を回収する可能性が高い

	 IFRS 15の範囲
　その他の基準の範囲 

不動産投資家について、取得した不動産（土地又は建
物あるいはその両方）及びその後の処分に関する会計処
理は、投資家の意図に左右されます：
•	 通常の営業過程における販売のために保有している不

動産はIAS第2号「棚卸資産」に基づいて会計処理され、
事後の販売についてはIFRS第15号「顧客との契約か
ら生じる収益」に基づいて会計処理される。
•	 自己使用不動産（自己使用不動産として将来使用する

ために保有している不動産を含む）は、IAS第16号「有
形固定資産」に基づいて会計処理される。
•	 賃貸収益若しくは資本増価又はその両方を得るために

保有される不動産は、IAS第40号「投資不動産」に基
づいて会計処理される。

実務上の留意点－不動産投資家
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上記のすべての要件に該当せずに顧客から支払を受けた
場合には、これらの支払を負債として表示しなければなりません。
要件に該当する又は以下のいずれかが発生するまで、これを継
続します：
•	 履行が完了し、顧客が約束した対価のほとんどすべてを受け

取っていて返金不要である、又は
•	 契約が解約されており、受け取った対価が返金不要である。

不動産業及び建設業に属する企業について、上記の回収
可能性の判断基準は、売手が不動産の購入について融資す
る場合に重要性が高まります。企業は、対価の回収可能性を
評価する際に、買手が期限到来時に当該対価を支払う能力と
意図だけを考慮します。これには、買手の信用度を評価したりす
ること、及び顧客が他の所得や資産を有しており、それらを当該
借入金の返済に利用できるかどうか、また、売手である貸手がそ
うした他の資産に訴求権を有しているかどうかを判定したりする
ことが含まれます。回収の可能性が高いと考えられない場合に
は、IFRS第15号の詳細な収益認識に関するガイダンスは適用
されず、受け取った現金は預り金として会計処理されます。この
アプローチは、IAS第18号及びIAS第11号のモデルにおいて、
回収可能性を主要な収益認識の要件の一つとする現行のガ
イダンスとは異なります。しかし、私どもは、この構造的な変更が
ほとんどの企業の収益の金額又は認識時期に重要な影響を
与えるとは考えていません。

不動産開発業者は、CU500,000での小規模な小売
建物の販売に関する個人との契約を締結します。顧客は、
CU50,000だけ預け金を支払うことを要求され、購入価格
のうち残りの部分については不動産開発業者との長期の
融資契約を結びます。顧客が債務不履行となった場合に
は、当該業者は、最小限、建物を取り戻す権利を有してい
ますが、顧客の他の資産に対して回収を強制する能力は有
していません。契約が締結されると、顧客は、即時に当該不
動産に対する支配を獲得し、そこでコミック本の店を経営す
ることを計画しています。当該建物は、夜間と週末の間は
人通りがほとんどない都市のオフィス街に立地しています。
顧客は、長年にわたり趣味でコミック本を収集していました
が、小売業に関する直接の経験、重要な担保及び現時点
で他の収益源を有していません。

不動産開発業者は、IFRS第15号第9項における要件
を考慮し、契約開始時に、以下の理由で、権利を得ることと
なる対価のすべてを回収できる可能性は高くないと結論を
下します：
a)	 顧客が借入金を返済する能力は、顧客が関連する経

験を有していない小売事業計画の成功に左右される、
及び　

b)	 顧客は、借入金の返済に利用できる他の所得や資産
を有していない。

その結果、契約開始時に、不動産開発業者はCU50,000
を預り金として認識することを要求されます。これは要件が
満たされる又は前述した解約若しくは完了関連の条件が
生じるまで継続されます。その時まで、当該業者はIFRS第
15号のモデルを適用することができず、収益の認識を行い
ません。

不動産開発業者が顧客に価格面での譲歩を意図して
いる場合には、当該業者が権利を得ることとなる金額は契
約に記載された金額を下回り、より低い金額に対して追加
的な承認基準を評価することに留意して下さい。上記の状
況では、価格面での譲歩により分析結果に変更が生じる
可能性は低いです。

設例1－回収可能性に懸念がある場合の売主の融資
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IFRS第15号は、財又はサービスとの交換で企業が権利を得ると見込んでいる対価を反映
する金額で、当該財又はサービスが顧客に移転されるパターンを反映するように収益を認
識することを要求する中心となる原則に基づいています。

中心となる原則

この原則に従うにあたり、以下の5つのステップを踏みます：
•	 顧客との契約を識別する
•	 履行義務を識別する
•	 取引価格を算定する
•	 取引価格を履行義務に配分する
•	 履行が生じるにつれて（又は履行時に）収益を認識する

それぞれのステップを以下で詳細に取り上げます。

IFRS第15号における最初のステップは、「強制可能な権
利及び義務を生じさせる複数の当事者間の合意」として本
基準が定義する「契約」を識別することである。
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IFRS第15号における最初のステップは、「強制可能な権利及び義務を生じさせる複数の
当事者間の合意」として本基準が定義する「契約」を識別することである。

ステップ1 ： 顧客との契約を識別する

契約は文書による場合もあれば、口頭
による場合や企業の取引慣行が契約の
締結を意味する場合もあります。各当事
者が他の当事者に補償することなしに完
全に未履行の契約を解約する一方的な
権利を有する場合には、契約は存在しま
せん。顧客とは、企業の通常の活動のア
ウトプットである財又はサービスを獲得する
ために当該企業と契約する当事者です。

IAS第11号には、契約のグループがど
のように交渉されたのか、それらの相互
関係の程度、及びそれらは同時に履行さ
れているのかに焦点を当てて、どのような
場合に複数の契約を結合しなければなら
ないのかに関していくつかのガイダンスが
示されています。IFRS第15号において
考慮すべき新たな文言はあるものの、根
本原理は類似しています。IFRS第15号
では、企業は、複数の契約が同時又はほ
ぼ同時に締結され、かつ、以下の要件の
いずれかに該当する場合には、当該契約
を結合して単一の契約として会計処理す
ることを要求されます：
•	 契約が単一の商業目的を有するパッ

ケージとして交渉されていた
•	 1つの契約で支払われる金額が、他の契

約における価格又は履行に左右される
•	 契約で移転される財又はサービスが、

単一の履行義務を構成している

結果として、私どもは、本領域における
現行の実務が大きく変わることは予想し
ていません。

契約の結合

会社Aは、倉庫を共同開発するために会社Bとの一時的な契約を締結します。
会社Aの通常の活動には、顧客への販売のための建物の建設は含まれていま
せん。本プロジェクトの完了時に、各当事者は当該建物に対して50％の利益を
受け取ることになっています。会社Aは労務及び調達サービスを提供し、会社Bは
コンクリート、鉄骨及びその他の材料の支払いに必要な資金を提供します。常に
この取引を現金と交換に倉庫の一部の売却としてみなす可能性はあるものの、
提携契約に基づく資産の開発はIFRS第15号の範囲に含まれません。このケー
スにおいて、会社Bは会社Aの顧客ではありません。

設例2－提携契約

図1－会計処理上、同一企業との複数の法的な
契約を結合する

独立した契約＃1
（設計サービス）

独立した契約＃2
（建設サービス－

労務及び材料）

独立した契約＃3
（プロジェクトの管理サービス）

IFRS第15号の目的における単一の契約
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契約の区分
IFRS第15号では、個別の契約の区分を具体的に扱ってい

るガイダンスは提供されていませんが、契約の中の個々の約束
を独立した履行義務として会計処理する必要がある場合に関
して詳細なガイダンスが示されています。不動産業及び建設業
に属する大半の企業については、本領域において重要な変更
が生じる可能性は高くないものの、IAS第11号の区分要件は
IFRS第15号の関連する要件とは異なっており、すべての契約
を新しいガイダンスを用いて注意深く評価する必要があります。
契約の中の独立した履行義務の識別については、以下のス
テップ2でより詳細に取り上げています。

現行のガイダンスでは、重大なリスクと経済価値が当初の買
手に移転されたかどうかを確かめるにあたり、売手が買手から不
動産（又はその他の財）を買い戻す権利（コール・オプション）又
は義務（先渡取引又はプット・オプション）を慎重に評価しなけれ
ばなりません。売手がリスクと経済価値を保持している場合に
は、当該契約は融資契約であり、収益が生じることはありません。

しかし、IFRS第15号では、買戻し契約の会計処理は、売手
の権利又は義務に特有の性質（例えば、先渡取引、売手の
コール・オプション又は買手のプット・オプション）、買戻し価格と
当初の販売価格との関係、また、場合によっては買戻し価格と
買戻し時点での当該資産の予想市場価値との関係に左右さ
れます。多くの場合に、買戻し契約を含む契約は、IFRS第15
号の範囲に含まれず、リース又は融資契約として会計処理され
ます。

売主が買い戻す権利又は義務を有する契約

会社Aは、CU1milでの土地の販売に関する顧客との
契約を締結します。同一の代表者が出席する同じ会議で、
会社Aは、追加のCU500,000で当該土地に建物を建設
するために同一の顧客との2件目の契約を結びます。

これらの契約は結合しなければなりません。この2件の契
約は同時又はほぼ同時に締結され、単一の商業目的を有
するパッケージであることを念頭に置いて交渉されているよ
うに見えます。その結果、結合された契約の中に含まれる
独立した履行義務を識別し、それらに対価の合計を配分す
るにあたり、IFRS第15号のモデルを適用しなければなりま
せん。ほとんどの場合に、これにより収益認識の時期に変
更が生じることになります。

IFRS第15号の配分原則（ステップ4をご覧下さい）は、
複数の契約の使用によって回避することはできません。

設例3－契約の結合

IFRS第15号では、個別の契約の区分を具体的に扱ってい
るガイダンスは提供されていないが、契約の中の個々の約
束を独立した履行義務として会計処理する必要がある場
合に関して詳細なガイダンスが示されている。
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企業は、契約を識別した後、当該契約の中の履行義務を識別する必要がある。
ステップ2：履行義務を識別する

例えば、開発業者は、土地の上に
ショッピングセンターを設計し建設すると
いう確約をして土地を販売することがあり
ます。開発業者は、新しいガイダンスを使
用して、土地の販売、設計及び建設の
要素が独立した履行義務又は単一の履
行義務を表すのかを評価する必要があり
ます。これに対し、現行の基準では、取引
の独立の構成要素の識別方法に関する
ガイダンスはほとんど示されていません。

IFRS第15号では、履行義務とは、（1）
「別個の」財又はサービス（あるいは財又
はサービスの組合せ）又は（2）ほぼ同一
で、所定の要件に該当する一連の別個
の財又はサービスのうち、いずれかを移転
するという顧客との契約の中の約束です。

約束した財又はサービスは、次の要件
の両方に該当する場合には「別個の」も
のとなります：
•	 顧客が財又はサービスからの便益を、

それ単独で又は容易に利用可能な他
の資源との組合せで得る
•	  「区分して識別可能」である（例えば、

仕入先が、約束している財又はサービ
スを統合、改変又はカスタマイズする
重大なサービスを提供していない）

容易に利用可能な資源とは、（当該企
業又は別の企業が）独立に販売している
財又はサービス、あるいは顧客がすでに
得ている資源です。

図2－「別個の」ものの意味

顧客は、単独で又は
他の容易に

利用可能な資源と
組み合わせて

便益を得ることが
できる

容易に利用可能な
資源＝独立に
販売している

又は顧客がすでに
得ている

重大な
統合サービスが

提供されて
いない

大幅な
カスタマイズ
又は改変が
されていない

依存性又は
相互関連性が

高くない

別個のもの

区分して識別可能である
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約束が「区分して識別可能」である指標には、以下の事項
が含まれます：
•	 重大な統合サービスを提供していない（すなわち、当該財又

はサービスを、契約で要求されたアウトプットの製造のための
インプットとしてのみに使用してはならない）。例えば、売手が、
鋼桁、屋根材、ねじ、ボルト、くぎ、床材及び建物に共通のそ
の他の要素を含む、すべての必要な材料の調達を要求され
る建物の販売に関する契約が挙げられる。また、売手は、それ
らの部品すべてを完成した建物に組み立てるために必要な
労務及び専門知識についても提供している。この例では、建
物の建設に必要な材料は、重大な統合サービスの対象とな
るため、区分して識別可能であるとはみなされない。言い換え
ると、当該契約は、それ自体で別個の引渡対象物である部
品及び労務の独立した販売ではなく、完成した建物の販売
に関するものである。
•	 当該財又はサービスが、契約で約束した他の財又はサービ

スの大幅な改変又はカスタマイズをしない。例えば、集合住
宅に対する支配が買手に移転する前に、新しいキッチンの
据付及び床材の張り替えをすることによって、集合住宅を改
変することに企業が合意している場合には、当該サービスは
集合住宅自体の販売と区分して識別可能であるとはみなさ
れない。
•	 当該財又はサービスは、契約で約束した他の財又はサービ

スへの依存性や相互関連性が高くはない。

履行義務は通常、契約に明示されています。また、企業の取
引慣行、公表した方針又は具体的な声明により含意されてい
る約束が、財又はサービスが契約によって移転されるという顧
客の妥当な期待を創出する場合には、それらも含まれます。

建設サービス会社は、浄水場の建設のために顧客との
契約を締結します。当該会社は、プロジェクト全体の管理、
エンジニアリング及び設計サービス、地ごしらえ、浄水場の
実際の工事、通水量や水質の測定、検査のためのポンプ
や機器の調達、及びすべての構成要素の統合を含む、当
該建設のあらゆる側面について責任を有しています。財又
はサービスがそれ単独で履行義務を表しているのか、又は
他の財又はサービスと一緒にすることが要求されるのかど
うかの判断は、収益認識の時期に大きな影響を与える可
能性があります。

契約にいくつの履行義務が存在するのかを判断するに
あたり、企業は上記のガイダンスを適用します。顧客は、約
束しているそれぞれの財又はサービスからの便益を、それ単
独で（又は容易に利用可能な他の資源と一緒にして）得る
ことができる場合がありますが、それらは、当該契約の観点
において区分して識別可能であるようには見えません。すな
わち、約束している財及びサービスは重大な統合の対象と
なっており、結果として、単一の履行義務として会計処理さ
れます。これは、顧客は主として、関連する構成要素及び
サービスの集合体ではなく、単一の資産（浄水場）の取得
に関心があるという考えと整合します。　

設例4－別個の履行義務を識別する
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顧客への財又はサービスの移転が生じない種々の管理作業
（例えば、ある種のセットアップ作業又は着手のための作業な
ど）は、それらがいかに必要であるかにかかわらず履行義務に含
まれません。

新しく重要なガイダンスが提供されたことを考慮して、IFRSを
適用している企業は、契約が複数の履行義務を含むかどうかを
判断するにあたり、上記の「別個の」ものに関する原則に基づ
いて、最も単純な顧客契約を除くすべての契約を分析する必
要があります。とはいえ、長期にわたる建設及びサービス契約は
重大な統合サービスを含む場合が多いことから、そうした契約
の多くが単一の履行義務として識別されるであろうと私どもは
予想しています。ほとんどの場合に、履行義務は簡単に識別することがで

きます。契約において、企業がマンションの15号室を顧客
に販売すると単に記載されている場合には、マンションの
15号室の引渡しは履行義務となることが予想されます。し
かし、履行義務の中には、識別が困難になり得るものもあり
ます。上記のとおり、契約に履行義務を記載する必要はあ
りません。履行義務によっては、履行という顧客の妥当な
期待を創出する過去の行動により含意されることもありま
す。さらに、待機債務（例えば、雪が降った場合に、ショッピ
ングモールの駐車場の除雪をする約束など）及び将来の
購入に対し大幅な増分となる値引きをするためのクーポン

（当該クーポンが顧客に付与される「重要な権利」を表して
いる場合）もまた履行義務となることがあります。

実務上の留意点－履行義務とはどのようなものか？

長期にわたる建設及びサービス契約は重大な統合サービス
を含む場合が多いことから、そうした契約の多くが単一の履
行義務として識別されるであろうと私どもは予想している。
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IFRS第15号では、「取引価格」とは、契約に従って約束した財又はサービスと交換に企業
が権利を得ると見込んでいる対価の金額であり、第三者のために回収する金額（例えば、
売上税）を除くと定義しています。こうした対価には、固定金額、変動金額、あるいはその両
方が含まれる場合があります。

ステップ3：取引価格を算定する

取引価格は、顧客の信用リスクの影響についての調整はし
ませんが、企業が（例えば、取引慣行に基づいて）契約価格の
一部分のみに関してその権利を行使するという妥当な期待を
創出している場合には調整を行います（すなわち、譲歩します）。

不動産業及び建設業では、取引価格は以下を含むさまざま
な事実及び状況によって影響を受けることがありますが、これら
に限定されません：
•	 クレーム及びインセンティブの支払い（変動対価）
•	 顧客が企業に提供する材料又は設備（現金以外の対価）
•	 貨幣の時間価値

契約に従って受け取った対価の金額は、クレーム、業績ボー
ナス、値引き、返金、クレジット、価格面での譲歩、ペナルティ及
び類似の項目によって変動する場合があります。現行のIFRS
では、クレーム及びインセンティブの支払いは、顧客が当該ク
レームに応じる（又は関連する履行基準を満たす）可能性が高
い、及び金額を信頼性をもって測定できる場合には、契約収益
に含めます。

IFRS第15号では、企業は、まず初めに、期待値（確率加重
金額の合計）又は最も可能性の高い金額のうち、企業が権利
を得ることとなる変動対価の金額を最も適切に予測できる方の
金額を用いて、変動対価の金額を見積ります。期待値を用いる
アプローチは、企業が単一の契約の中に多数の生じ得る結果
を有している（例えば、多層化されたボーナス体系）場合に適切
となることがあります。最も可能性の高い金額は、契約で生じ得
る結果が2つしかない場合（例えば、満額受け取るかまったく受
け取らないかのいずれかである早期納品によるボーナス）に、適
切となることがあります。企業は、変動対価を見積るにあたり、
契約の存続期間を通じて同じ方法を使用しなければなりません。

企業は、受け取ると見込んでいる変動対価の金額を見積っ
たら、次に、当該金額が制限される必要があるかどうかを検討し
なければなりません。この制限の目的は、企業が、関連する不確
実性が解消される際に、収益の重大な戻入れが生じない可能
性が非常に高い範囲でのみ、変動対価を取引価格に含めるこ
とを認めることにあります。収益の戻入れの確率又は大きさを
増大させる可能性のある要因には、以下の事項が含まれます
が、これらに限定されません：
•	 対価の金額が、企業の影響力の及ばない要因の影響を非

常に受けやすい。
•	 不確実性が長期間にわたり解消しないと見込まれる。
•	 類似した契約についての企業の経験が限定的である。
•	 企業には、広い範囲の価格面での譲歩を提供する慣行がある。
•	 その契約には、考え得る対価の金額が多数あり、金額の幅

が広い

クレーム及びインセンティブの支払い（変動対価）
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「コスト・プラス」契約では、売手は、発生したコストの合計に合
意されたマージンを加算した金額の対価に対する権利を得ます。
コストの合計額は、一般的に契約が完了するまで不明であるた
め、対価は変動するとみなされ、上記のガイダンスが適用されます。

建設サービス会社は、20X7年1月1日に石油精製所の
建設に関する顧客との契約を締結します。約束した対価は
CU300milですが、当該会社が20X9年12月31日の合意
した期限の前に工事を完了できた場合には、この金額は
増額されます。具体的には、当該会社は、工事が予定より
早く完了する各週について追加的なCU50,000を受け取
る権利を有しています。この業績ボーナスは変動対価の一
形態です。

当該会社はボーナス条項の条件を考慮し、期待値によ
る方法は会社が最終的に権利を得ることとなるボーナスの
金額の最善の見積りを提供するため、期待値を使用して
変動対価を見積るべきであると判断します。その場合、上
記のガイダンスを適用して、当該金額の一部が制限されな
ければならないかどうかを判定します。

設例5－インセンティブの支払い
IFRS第15号では、売手は、変動対価の金額（例えば、

履行をベースとした管理報酬）を期待値又は最も可能性
の高い金額を用いるアプローチのうち、いずれかを使用し
て見積らなければなりません。こうした見積りは、収益の累
計額の重大な戻入れが不確実性の解消時に生じない可
能性が非常に高い場合にのみ、変動性のある金額を取引
価格に含めることを認める制限の対象となります。これは、
関連する履行の要件を満たしており、金額を信頼性をもっ
て測定できる可能性が高いかどうかに焦点を当てた既存の
ガイダンスとは異なります。「可能性が非常に高い」は、「可
能性が高い」よりも高い閾値であることから、状況によって
は、収益認識の遅れにつながる可能性があると私どもは予
想します。最終的には、新しいモデルに基づき変動対価を
評価するためには判断が求められ、影響の重要性は、契約
上の取決めの内容及び現行の基準に基づいて行った判
断によって企業ごとに異なる可能性が高いでしょう。

実務上の留意点－変動対価

不動産業及び建設業では、取引価格はさまざまな事実及
び状況によって影響を受けることがある。



Get ready for IFRS 15

14	 Issue 1 August 2016

IFRS第15号では、顧客が現金以外の形態の対価（例えば、
自己株式）を約束している場合には、現金以外の対価の公正
価値を取引価格に含めなければなりません。企業は、非資金項
目の公正価値を合理的に見積れない場合には、当該対価の
測定を、契約で約束した財又はサービスの独立販売価格を参
照して間接的に行います。

顧客が企業による契約の履行を促進するために財又はサー
ビス（例えば、材料、設備、労務）に対する支配を移転する場合
には、顧客により拠出された財又はサービスは現金以外の対価
として会計処理しなければなりません。現行のIFRSでは、現金
以外の対価をどのように会計処理するかについての具体的な
ガイダンスが示されていませんが、非貨幣性資産の交換に関す
る一般的なガイダンスでは、受け取った財の公正価値を参照し
ます。その結果、ほとんどの企業では本領域において重要な変
更が生じることはなさそうです。

不動産業及び建設業では、支払条件は、契約の性質、顧客
の財源及びその他の多くの要因によって異なる場合がありま
す。契約に重大な金融要素が含まれる場合には、収益とは区
別して会計処理し、包括利益計算書において金利収益又は
金利費用として報告しなければなりません。このことは、売手で
あろうと資金提供を受ける顧客であろうと当てはまります。

IFRS第15号では、重大な金融要素が契約に存在している
かどうかを企業が判断するのに役立ついくつかの指標を提供し
ています。この中には、（特に）約束した対価と現金販売価格と
の関係、及び、約束した財又はサービスを移転する時点と顧客
が支払を行う時点との間の期間の長さと市場での実勢金利の
影響の組合せが含まれます。実務上の便法として、履行と回収
との間の期間の長さが1年以内である場合には、金融の影響
について考慮する必要はありません。

契約は、以下の要件に該当する場合には、重大な金融要素
を有さない可能性があります：
•	 対価を前払いで受け取っているが、財又はサービスの移転

は顧客の裁量で決まる。
•	 対価が、売主及び顧客の支配が及ばない要因（例えば、売

上高ベースのロイヤルティ）に基づいて変動する。
•	 約束した対価と現金価格との差額が、例えば、当事者の一

方を相手方による不履行から保護するといった資金提供以
外の要因に関係している（下記の設例6を参照のこと）。

貨幣の時間価値について対価の金額を調整するにあたり、
企業は、契約開始時における企業と顧客との間での独立した
金融取引で使用されるであろう割引率を適用します。その率は、
金融の便益を受け取っている契約当事者のいずれかの信用リ
スク（すなわち、支払が延払であれば顧客、支払が前払であれ
ば売主）、及び提供される担保を反映するものでなければなりま
せん。

現金以外の対価

貨幣の時間価値

建設サービス会社は、橋の建設に関する契約を締結し
ます。建設は2年にわたって行われる予定です。建設フェー
ズで、顧客は、完成へ向けて予想される進捗度と一致する
ことを意図した通常の出来高支払を行うことを要求されま
す。契約の条件では、各支払の所定の割合を顧客が留保
することになっています。留保した金額は、橋の完成時には
じめて企業に支払われます。

当該会社は、契約に重大な金融要素が含まれていない
と判断します。IFRS第15号では、資金調達以外の理由で
履行と支払いとの間でミスマッチが生じる場合に、通常の
規則に対する例外が設けられています。この場合には、各
出来高支払の所定の割合の留保は、企業が契約に基づ
く責任を適切に完了できない可能性から顧客を保護するこ
とを意図したものです。

設例6－重大な金融要素及び顧客の留保
（customer holdbacks）
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現行のIFRSでは、売主の金融要素すなわち、引渡後に受け
取る支払）及び受け取る対価の公正価値の測定に焦点を当
てています。履行の前に受け取る支払の財務的影響に関する
会計処理を行うための具体的な要求事項は示されておらず、し
たがってそうした取決めの会計処理にはばらつきがあります。
IFRS第15号では、顧客が履行時に現金で支払を行った場合
に支払うであろう価格と同額で収益を認識することを目的として
おり、売主の金融要素と顧客の金融要素の両方が同様に重
要となります。これらの変更の影響は相当なものとなる可能性
があり、企業は金融の影響を適切に把握し報告することを保証
するように顧客契約を慎重に見直すことが必要となります。

IAS第18号及びIAS第11号では、取引価格の不確実
性は認識の問題でもあります。収益の金額が信頼性をもっ
て測定できない場合には、収益は認識されないか又は収益
は回収の可能性が高いと仮定する日までに発生したコスト
を限度に認識されます。信頼性のある見積りが入手可能
な場合には、不確実な対価は通常、公正価値で測定され
ます。また、信頼性の評価には相当の判断を要する場合が
あります。

IFRS第15号にはより具体的かつ詳細なガイダンスが示
されており、現行の実務の一部に変更が生じることになる
でしょう。とはいえ、非常に不確実な状況（例えば、関連する
偶発事象の結果が予測不可能な場合の一部の成功報
酬型の契約）では、実務上の影響に違いはなさそうです。す
なわち、収益は不確実性が解消した場合にのみ認識されま
す。関連のある予測経験を企業に提供するような複数の
類似した取引が含まれる状況では、IFRS第15号は場合に
よっては早期認識につながる可能性があると私どもは考え
ています。

実務上の留意点－取引価格の不確実性

貨幣の時間価値について対価の金額を調整するにあたり、
企業は、契約開始時における企業と顧客との間での独立し
た金融取引で使用されるであろう割引率を適用する。



説明方法

企業が財又はサービスを販売する市場を評価して、当該市場
の顧客が支払うであろう価格を見積ることを含む。また、企業は、
競争相手の価格情報を考慮し、製品の特徴、コスト構造及び
予想されるマージンの差異について情報を調整する場合がある。

企業は、財又はサービスを提供するための予想コストを予測し、
適切なマージンを追加する。

取引価格の総額から、契約で約束した他の財又はサービスの
観察可能な独立販売価格の合計を控除する。この方法は、
企業が以下の要件に該当する場合にだけ認められています：
•	同一の財又はサービスを異なる顧客に（同時に又はほぼ同

時に）広い範囲の金額で販売している。
•	当該財又はサービスについての価格をまだ設定しておらず、

当該財又はサービスをこれまで独立して販売したことがない。

調整後市場評価アプローチ

予想コストにマージンを
加算するアプローチ

残余アプローチ
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企業は、契約に複数の履行義務が含まれていると判断した場合には、取引価格をそれぞれ
の履行義務に契約開始時の独立販売価格の比率で配分することを要求される。

ステップ4：取引価格を履行義務に配分する

IFRS第15号では、独立販売価格（以
下「SSP」といいます）を「企業が約束し
た財又はサービスを独立に顧客に販売
するであろう価格」と定義しています。企
業が請求する観察可能な販売価格が利
用可能な場合には、それはSSPの最良
の証拠を提供します。SSPが観察可能で
はない場合（これは、多くの不動産及び
建設の契約に当てはまると予想します）
には、企業は、利用可能なすべての情報

（市場の状況、企業固有の要因及び顧
客に関する情報を含む）を用いて、また、
観察可能なインプットの使用を最大限に
してSSPを見積ります。IFRS第15号で
は、SSPを見積るための以下の3つの考
え得る方法を提案しています（しかし要求
はしていません）：
•	 調整後市場評価
•	 予想コストにマージンを加算する
•	 残余

収益を契約におけるさまざまな履行義
務に配分する場合に、IAS第18号及び
IAS第11号ではガイダンスがほとんど示
されていません。したがって、企業が新し
いガイダンスの影響をどの程度受けるか
は、現行のIFRSに基づいて採用される
会計方針に左右されます。

独立販売価格の見積り 表1－独立販売価格の見積り
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約束した財又はサービスの独立販売
価格の合計額が支払われる対価の合計
を超える場合には、契約において値引き
が存在しています。設例7で例示したとお
り、販売価格の比率に基づく方法では、
こうした値引きを、識別した各履行義務
に比例的に配分します。しかし、特定の
要件に該当する場合には、値引きを履行
義務のうちの1つ又は複数（しかし全部で
はない）に配分しなければなりません。当
該要件は、値引きの全体が属する履行
義務についての観察可能な証拠を企業
が有しているかどうかに焦点を当てていま
す。同様に、変動対価は、契約全体に帰
属する場合もあれば、契約の特定の一
部分にのみ帰属する場合もあります。変
動対価は、特定の要件に該当する場合、
かつ、その場合にのみ、そのすべてを1つ
又は複数（しかし全部ではない）の履行
義務に配分しなければなりません。　

値引き及び変動対価の配分

建設サービス会社は、総額CU250milの契約価格で、病院及び隣接した薬
局の建設に関する契約を締結します。本設例の目的上、病院と薬局は独立した
履行義務であると判断されると仮定します。当該会社は、契約価格の総額を販
売価格の比率に基づく方法を用いて病院と薬局に配分することを要求されます。

当該会社は、病院と薬局についての独立販売価格をそれぞれCU280milと
CU20milであるとみなす又は見積ることができます。CU250milの契約価格の
総額は以下のとおり配分されます：

設例7－独立販売価格の比率に基づく方法

SSP

CU280mil
CU20mil

CU300mil

93.3％1

6.7％

100％

CU233.3mil2

CU16.7mil

CU250.0mil

病院
薬局

総額

SSPの比率（％） SSPの比率（＄）

1	280/300=93.3％
2 93.3％×250mil=233.3mil



Get ready for IFRS 15

18	 Issue 1 August 2016

取引価格が契約変更以外によって変
動する場合（例えば、企業が変動対価の
見積りを見直す場合）には、当該変動を
契約開始時と同じ基礎により履行義務
に配分しなければなりません。充足した履
行義務に配分した金額は、変動が生じた
期間の収益に影響を与えます。

契約変更については、24ページの最
初で検討しています。

取引価格の変動の配分

建設サービス会社は、総額CU250milの契約価格で、病院及び隣接した薬
局の建設に関する契約を締結します。本設例の目的上、病院と薬局は独立した
履行義務であると判断され、収益は一定の期間にわたり認識されると仮定します。

両方の建物の基礎が12月1日までに完成した場合には、当該会社はCU10mil
のボーナスの支払に対する権利を得ます。契約の締結時に、病院及び薬局の独
立販売価格はそれぞれCU280milとCU20milであると見積られます。

契約開始時に、当該会社はボーナスの支払を稼得できる可能性は高いと判断
します。しかし、期限に間に合わないことが依然として合理的に見込まれるため、
重大な戻入れが生じない可能性が非常に高いと判断することはできません。した
がって、このボーナスは制限されており、CU250milの取引価格を履行義務に独
立販売価格の比率で配分します（設例7をご覧下さい）。

各基礎は11月20日に完成します。その結果、当該会社は、現在、CU10milの
ボーナスの支払を受け取る権利を得ており、取引価格はCU260milで再度見積
られます。改訂後の取引価格は、2つの履行義務に契約開始時と同じ基礎によ
り再配分します：

ボーナスが既に充足した履行義務に配分される範囲で、取引価格が変動した
のと同じ期間に累積的にキャッチアップして調節する方法で収益を増加させます。

設例8－取引価格の変動の配分

SSP
（契約開始時に

見直さない）

CU280mil
CU20mil

CU300mil

CU9.3mil
CU0.7mil

CU10.0mil

93.3％1

6.7％

100％

病院
薬局

総額

SSPの比率
（CU－ボーナス）

SSPの比率（％）
（設例7からの

変更はない）

1	280/300=93.3％
2 93.3％×260mil=242.7mil

CU242.7mil2

CU17.3mil

CU260.0mil

SSPの比率
（CU－総額）
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IFRS第15号では、履行義務についての収益は、関連する財又はサービスに対する支配
が顧客に移転する際に認識される。

ステップ5：履行義務の充足時又は充足するにつれて収益を認識する

顧客は、資産（財又はサービス）の使用を指図し、当該資産か
らの残りの便益のほとんどすべてを獲得できる場合に、資産に
対する支配を獲得します。支配には、他の企業が資産の使用を
指図して資産から便益を得ることを妨げる能力が含まれます。

次の3つの要件に該当する場合には、支配は一定の期間に
わたり移転します：
•	 顧客は、企業が履行するにつれて便益を受け取って消費する
（例えば、大半のサービス）。　
•	 顧客は、当該資産の創出又は増価につれてそれを支配する。
•	 売手は当該資産を他に転用できず、売手が現在までの履行

について支払を受ける権利を有している。　

これらのいずれの要件にも該当しない場合には、売手は収益
を一時点で認識します。また、この目的のために、サービスは、た
とえ一瞬だけであっても、買手が受け取って消費する時点では、
資産であるとみなされることに留意して下さい。

これらのうちの1つ目の要件は、オフィスの清掃、建物の維持
又は管理サポートのような日常的なサービスを扱っている場合
に最も多く（そして最も容易に）該当します。しかし、特定のリー
ス又は開発の活動については、サービスの便益を当該サービス
が履行される時点で受け取って消費するのかどうかがあまり明
確でない場合があります。

2つ目の要件は、資産が創出又は増価されるにつれて顧客
が資産を支配することが明らかな状況において有用です。例え
ば、これに該当する可能性があるのは、顧客の所有する土地の
上での建物の建設を要求する一部の（しかし全部ではありませ
ん）契約です。買手が建設現場にアクセスする継続的な権利
及び法的所有権を有していない、及び契約が完了した場合に
のみ物理的占有が移転する、他の建設型の契約へのこの要
件の適用は、より困難になることがあります。これらの場合、まだ
建設中である資産の使用を指図して当該資産からの残りの便
益のほとんどすべてを獲得する能力を買手が有しているのかど
うかを判断するにあたり、企業は契約で識別された特定の権利
について慎重に検討する必要があります。こうした検討に際し
て、企業は以下の事項を行う買手の能力を考慮します：
•	 財の製造又はサービスの提供のための当該資産の使用（例

えば、部分的に完成した高層オフィスビルの低層階を占有し、
残りの上層階で作業が継続される）
•	 他の資産の価値を増大させるための当該資産の使用
•	 負債の決済又は費用の低減のための当該資産の使用
•	 建設が完了する前の当該資産の売却又は交換
•	 借入金の担保とするための部分的に完成した当該資産の

担保差入れ、及び
•	 当該資産の保有

こうした評価は困難になることがあり、多くの場合に、建設中
の資産を顧客が支配しているのか、正確にはいつ資産が移転
するのかが不明確です。このため、多くの建設会社は、3つ目
の要件の詳細な分析による、一定の期間にわたる収益の認
識を支持するであろうと私どもは予想しています。

サービスは、たとえ一瞬だけであっても、買手が受け取って
消費する時点では、資産であるとみなされる。
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3つ目の要件は2つの部分から成り、収
益を一定の期間にわたり認識するために
は、それら両方に該当しなければなりません。
資産（例えば、未成工事支出金）を売手が
他に転用できないかを評価する際に、企
業は、部分的に完成した資産を他の買
手に移転することを妨げる契約上又は
実務上の障害を考慮します。契約文にお
いて、特徴と品質が類似した他の資産に
入れ替える権利を売手に提供している
場合には、これは、当該資産に対する支
配は履行が生じるにつれて一定の期間
にわたり移転されないことを示唆します。
企業が現在までに完了した履行に対す
る支払を受ける権利に関する金額は、現
在までに移転した財又はサービスの販売
価格に近似した金額（合理的な利益マー
ジンを含むもの）でなければなりません。こ
の評価を行う際に、企業は、適用される
契約条件だけでなく、当該契約条件を覆
す可能性のある法令、判例又は取引慣
行についても考慮します。

IFRS第15号では、建設が完了し、個々の買手が自身の区画の占有を開始す
る前に住宅用不動産の売上の利益を認識するためには、売手は、区画に対する
支配が一定の期間にわたり移転する指標となる上記の3つの要件のうちのいず
れかに該当しなければなりません。3つ目（「他に転用できない」）の要件を評価す
る際に、企業は、当該区画を他の顧客に振り向けることを妨げる契約上又は実
務上の障害を考慮しなければなりません。これらには、特定の区画（例えば、「マン
ションの15号室」）が販売されていることを示す契約条件又は他の顧客に適した
区画にするために要求される重大な手直しのコストなどが含まれることがあります。
現在までに履行したサービスに対する支払を受ける企業の権利に関して、企業
は、企業の不履行以外の理由で顧客が契約を解除する場合に、企業が支払を
強制する権利を得ているのかどうかを考慮します。この要件に該当するためには、
支払を受ける権利が発生したコストの単なる補填の範囲を超えて、現在までに移
転した財又はサービスの通常の販売価格を反映する（すなわち、合理的な利益
マージンを含む）ものでなければなりません。また、少なくとも企業が現在までに完
了した作業について企業に補償する金額は、当該金額が返金可能である又は
履行の遅れが予想される場合には、支払予定表が存在するからといって、必ずし
も企業が当該金額に対する権利を得ていることを意味するものではないことに留
意して下さい。

現行のIFRSでは、不動産建設の契約は、IAS第11号又はIAS第18号のいず
れかの範囲に含まれる場合があります。その決定は判断の問題であり、契約条件
や関連する事実及び状況に左右されます。IFRIC第15号には、不動産建設の
契約がIAS第11号又はIAS第18号の範囲に含まれるのか、及び関連する収益
は、財の販売と同様に一時点で認識されるのか又は一定の期間にわたり認識さ
れるのかを評価する際のガイダンスが示されています。

典型的な完成前の住宅用区画の販売契約が現在仕組まれている方法によっ
て、新しいガイダンスにおいて、一部の企業は実務の変更を要求される可能性が
あると私どもは考えています。留意すべき重要なことは、新しいガイダンスの導入
により、境界線が変わる可能性があり、契約条件、現地の法的な環境及び取引
慣行を含む、事実及び状況についての慎重な検討が求められるということです。

実務上の留意点－住宅用不動産の「完成前（オフプラン）」販売
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一定の期間にわたり充足される履行義務について、企業は、
収益の認識を当該履行義務の完了に向けた進捗度に比例し
て一定の期間にわたり行います。こうした進捗度を測定するた
めに選択した方法は、企業が財又はサービスに対する支配を
顧客に移転するパターンを反映するものでなければなりません。
時とともに状況が変化するのに従い、こうした測定の随時見直
しを行い、IAS第8号「会計方針、会計上の見積りの変更及び
誤謬」に従って、見積りの変更として会計処理しなければなりま
せん。

完了に向けての企業の進捗度の測定について、IFRS第15
号では以下の2つの一般的な方法を識別しています：
•	 アウトプット法（例えば、現在までに完了した履行の調査、経

過期間、生産単位数など）
•	 インプット法（例えば、費やした労働時間又は発生したコスト

が予想されるインプット合計に占める割合など）

住宅用又は商業用不動産の建設に関与する企業について、
原価比例法（インプット法）が広く使用されています。原価比例
法のようなインプット法を適用するにあたって、項目が履行義務
の充足における企業の進捗度を忠実に示していない場合には、
当該項目を進捗度の算定から除外することが重要です。例え
ば、調達済みの未据付資材にかかるコストは、履行義務の充
足における企業の進捗度に比例しない場合があります。その他
のコスト（予想外の金額の資材の仕損コストなど）は、企業の進
捗度に一切寄与しません。関連するサービスが提供される前に
財に対する支配が顧客に移転する場合の一部の未据付資材
について、財のコストの範囲でのみ収益を認識するようにイン
プット法を修正することが適切である場合があります。これは、例
えば、以下に該当する場合に適切である可能性があります：
•	 その財は別個のものではない
•	 顧客が、その財に関連するサービスを受け取るより前に、そ

の財に対する支配を獲得する
•	 移転した財のコストが、予想される総コストに対して重大であ

る、及び
•	 その財は第三者から調達されている（すなわち、売手が製造

していない）

完成に向けた進捗度の測定

不動産契約の中には、売手が顧客の投資の返還又は
延期された期間での投資の返金を保証する契約もありま
す。これが、売手がプロジェクトに著しい財務リスクを保持し
ているという結論につながる場合には、それは支配が買手
に移転していない可能性があるという考え得る指標の1つ
となります。これらの条件のもと、売手はIFRS第15号にお
ける支配の記述に特に注意を払い、買手が「資産の使用
を指図し、当該資産からの残りの便益のほとんどすべてを
獲得する能力」を得ているかどうかを慎重に検討する必要
があります。当該資産に対する支配が買手に移転していな
い場合には、収益は認識されません。

同様に、不動産の売手が買手の資金調達を保証する
場合には、これは、一部がIFRS第15号、そして一部が
IFRS第9号の範囲に含まれる取引の例です。売手は、保
証の価値を当初測定するにあたってIFRS第9号を適用し、
保証による収益の認識時点と不動産販売による収益の
認識時点の判定にあたってIFRS第15号を適用します。両
方の場合に、関連する資産に対する支配が買手に移転さ
れるまで、収益を認識することができません。

現行のIFRSは、売手が所有に伴う重大なリスクと経済
価値を買手に移転した（支配の移転ではなく）かどうかの識
別に焦点を当てているため、注意が必要となります。事実
及び状況に応じて、企業によっては、IFRS第15号を適用し
た場合に収益認識の時期に変更が生じる場合もあります。

実務上の留意点－保証
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不動産開発業者は、20X8年2月に、対価総額CU10milで、新しい5階建ての集合住宅の建設に
関する顧客との契約を締結します。契約条件は、当該開発業者の履行が、資産（例えば、仕掛品）を創
出又は増価させ、顧客が履行が生じるにつれてそれを支配するというものです。当該開発業者は、IFRS
第15号のガイダンスを考慮し、このプロジェクトは一定の期間にわたり充足される単一の履行義務を表
していると判断します。合計予想コストはCU8milであり、これにはCU1.6milの最新式の太陽光パネル
が含まれており、それらが据付けられた場合には建物の電力需要の最大で75％までが供給されます。
当該開発業者は、太陽光パネルを建設現場（この場合には顧客）に移転する前に第三者の供給者か
ら太陽光パネルに対する支配を獲得します。

当該開発業者は、建物の完成に向けた進捗度を測定するにあたって、原価比例法を使用します。顧
客は、20X8年11月に太陽光パネルが建設現場に引き渡される際にそれらに対する支配を獲得します
が、それらは20X9年5月まで据付けられません。太陽光パネルはこのプロジェクトの見積コストの合計額
の20％に相当し、そのコストは相当なものであるともみなされます。

12月31日現在で、太陽光パネルは依然として据付けられておらず、顧客がそれらに対する支配を有し
ています。太陽光パネルのコストはプロジェクトの見積コストの合計額の20％に相当しますが、その調達
には非常に少ない労力しか要さないことから、当該開発業者は、原価比例法の計算に太陽光パネルの
コストを含めた場合に、その履行の見積りの過大表示になると判断します。結果的に、当該開発業者は、
原価比例法の計算から太陽光パネルのコストを除外し、太陽光パネルの移転に係る収益を太陽光パ
ネルのコストと同額（すなわち、ゼロのマージン）で認識します（IFRS第15号B19項（b）をご覧下さい）。

20X8年12月31日現在で、発生したその他のコスト（太陽光パネルを除く）はCU3.2milであり、した
がって履行は50％が完了している（すなわち、CU3.2mil÷［CU8mil－CU1.6mil］）とみなされます。結
果として、12月31日現在で、当該開発業者は以下を認識します：

上記のとおり、当該開発業者が、その計算を修正しなかった場合には、CU1.2mil（20％の増加）の
利益を認識したであろうことに留意してください。

設例9－未据付資材についてのインプット法

収益（太陽光パネル）
収益（残りのプロジェクト＠50％）
収益の合計
販売された財のコスト

利益

CU（mil）

1	50％×（CU10mil－CU1.6mil）
2 太陽光パネルのコスト（CU1.6mil）に発生したその他のコスト（CU3.2mil）を加算する

1.6
4.211

5.8
4.822

1.0
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資産（財又はサービス）に対する支配が一時点で移転される
状況においては、企業は、顧客が当該資産に対する支配をい
つ獲得するのかを検討することにより収益を認識します。

この検討を行う際に、企業は、以下を含むさまざまな支配の
指標を考慮しますが、これらに限定されません：
•	 企業が資産に対する支払を受ける現在の権利を有している
•	 顧客が資産に対する法的所有権を有している
•	 顧客が資産を物理的に占有している
•	 顧客が資産の所有に伴う重大なリスクと経済価値を引き受

けた
•	 顧客が資産を検収した

例えば、多くの場合に、法的所有権の移転は支配の移転を
示します。しかし、売手が法的所有権を顧客の支払不履行に対
して保護する手段としてのみ保持している場合には、当該法的
所有権の保持は、顧客が資産に対する支配を獲得した可能性
を妨げるものではありません。

企業は、履行義務の完了に向けた進捗度を企業が合理的
に測定できる場合にのみ、一定の期間にわたり充足される履
行義務についての収益を認識します。企業は、適切な測定方
法を適用するために必要とされる信頼性のある情報が不足して
いる場合には、完了に向けた進捗度を合理的に測定できません。

一部の状況（例えば、契約の初期段階）においては、企業が
完了に向けた進捗度を合理的に測定することができないもの
の、当該履行義務を充足する際に発生するコストを回収すると
見込んでいる場合があります。この場合には、企業は、進捗度
を合理的に測定できるようになるまで、収益の認識を、発生した
コストの範囲でのみ行います。

一時点で移転される支配合理的に進捗度を測定する能力

企業は、履行義務の完了に向けた進捗度を企業が合理的
に測定できる場合にのみ、一定の期間にわたり充足される
履行義務についての収益を認識する。
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その他の重要な考慮事項

建設及び不動産契約では、契約の範
囲又価格付けが、契約開始時には予期
されなかったさまざまな状況に対処して変
更される（多くの場合に「変更指示」又は

「変型」と呼ばれます）ことは一般的です。
これらの変更は、書面によることが多いで
すが、口頭での合意で行われる場合もあ
れば、取引慣行が契約の締結を意味す
る場合もあります。変更後の契約に関す
る会計処理方法を決定する際に、企業
は、まず最初に当該変更が独立した契約
であるとみなされるかどうかを判断しなけ
ればなりません。企業は、以下の事項の
両方に該当する場合には、変更を独立し
た契約として会計処理します：
•	 「別個の」財又はサービスの追加によ

り、範囲が変更される
•	 価格の変動が新たに追加された財又

はサービスの独立販売価格を反映し
ている

変更を独立した契約として会計処理す
る場合には、企業は契約の変更前の要
素を引き続き以前と同様に会計処理する
ため、将来の収益のみが影響を受けます。

契約変更

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

図3－契約変更の会計処理

スタート

すべての
新たに追加された財

又はサービスは
別個のものであるか？

独立した契約として
会計処理する

［IFRS第15号第20項］

既存の契約の解約
及び新契約の創出として

会計処理する
［IFRS第15号第21項（a）］

追加的な価格／単位数
＝SSPであるか？

すべての残りの財
及びサービスは

別個のものであるか？

残りの財及び
サービスの少なくとも
一部は別個のもので

あるか？

既存の契約の一部
として会計処理する

［IFRS第15号第21項（b）］

結合－判断が
必要となる

［IFRS第15号第21項（c）］
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変更が独立した契約としての取扱いを裏付けるために必要
な条件を満たさない場合には、その会計処理は、変更後の契約
における残りの財及びサービスが変更日にすでに顧客に移転
されている財及びサービスと「別個の」ものであるかどうかに左
右されます：
•	 すべての残りの財又はサービスが変更日にすでに顧客に移

転されている財又はサービスと別個のものである（変更の条
件に基づいて新たに追加された財又はサービスを含む）場合
には、当該変更は当初の契約の解約及び新契約の創出と
して会計処理する。残存履行義務に配分すべき取引価格は、
（契約変更時に）顧客が約束した対価の合計から、収益とし
てすでに認識している金額を差し引いた金額である。変更日
以前に認識された収益の金額に対する修正は行わない。変
動対価の金額の変更がその後に生じるが、それが変更日以
前に生じた履行に関係している場合には、変動対価に関す
るガイダンスが適用される。
•	 残りの財又はサービスがいずれも変更日にすでに顧客に移

転されている財又はサービスと別個のものではないが、変更
日現在で部分的に充足されている単一の履行義務の一部
を構成する場合には、企業は、取引価格及び当該履行義務
の完了に向けた進捗度の測定値の両方を修正する。現在ま
でに認識された収益の契約変更についての修正は、「累積
的キャッチアップ」のベースで行われる。こうした会計処理は
通常、例えば、建設会社が追加料金で仕掛中の建物の合意
された仕様を見直すことを顧客と合意する場合に行われる。
•	 残りの財又はサービスがこれらのシナリオの組合せである場

合には、企業は、変更が未充足の又は部分的に充足された
義務に与える影響に関する会計処理を、上記のガイダンスと
整合的に行います。変更日以前に充足された独立した履行
義務について認識された収益の金額は、修正されない。

プロパティマネジメント会社は、賃貸物件の管理に関す
る2年間の契約を締結します。賃貸物件の所有者は、年間
CU50,000を支払うことを確約します。当該プロパティマネ
ジメント会社は、これらのサービスを単独で他の当事者に同
率で日常的に販売しています。当該会社は、契約の第1年
度の終わりに、残りの第2年度についての手数料を
CU40,000（その時点での当該サービスの独立販売価
格）に引き下げることに合意します。それと同時に、顧客は
CU70,000の対価の合計でさらに2年間、契約を延長し、
第3年度と第4年度の期首にCU35,000を均等払いする
ことに合意します。この変更直後に、当該契約には3年の
契約期間が残っており、CU110,000の対価に対する権
利を当該会社に与えています。　

当該プロパティマネジメント会社は、この変更を独立した
契約として会計処理することができないと判断します。追加
的なサービスは当初に約束したサービスとは別個のもので
あるとみなされますが、契約価格は契約変更日に測定され
る追加的なサービスの企業の独立販売価格を反映する金
額による増加はしていません。したがって、当該会社は、こ
の契約変更を当初の契約の解約及び新契約の創出とし
て会計処理します。残りの対価の合計はCU110,000

（CU40,000+CU70,000）であるため、当該会社は、契
約における残りの3年間の各年度ついてCU36,667の収
益を認識します。

設例10－基本的な変更
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IFRS第15号では、企業は、契約獲得の増分コストを回収す
ると見込んでいる場合には、当該コストを資産として認識するこ
とを要求しています。契約獲得の「増分コスト」とは、企業が契
約を獲得しなければ発生しなかったであろうコスト（例えば、一部
の販売手数料）であると定義されています。

仕事を獲得する際に、不動産業及び建設業に属するほとん
どの企業は、競争入札に参加しなければならないと考えていま
す。入札するにあたり、候補になっている建設会社は、プロジェク
ト要件についての理解、資材所要量の一覧表の作成、及び取
引先候補となる外注先からのコスト見積の入手に尽力するた
め、さまざまなコストがかかります。契約を獲得したかどうかに関
係なく企業に発生したコスト（例えば、ほとんどの入札コスト）は、
発生時に費用として認識されます。ただし、当該コストが、企業
が契約を獲得したかどうかに関係なく顧客に明示的に請求可
能な場合は除きます。企業が入札プロセスの一部として設計
又はその他のプロジェクトの計画に係る活動を行うことを要求さ
れる場合に、これらを、次のセクションに示す要件を使用して履
行コストとして資産計上するかどうかが検討されます。

IFRS第15号では、実務上の便法として、企業は、認識するは
ずの資産の償却期間が1年以内である場合には、契約獲得の
増分コストを発生時に費用として認識することが認められます。

顧客との契約を履行する際に発生したコストが、他の基準
（例えば、IAS第2号「棚卸資産」又はIAS第16号「有形固定
資産」）で取り上げられている場合には、企業は、それらの基準
に従って当該コストに関する会計処理を行います。そうでない
場合、以下の表に示した要件のすべてに該当する場合には、
当該コストについて資産を認識します。着手費用及び他の類
似の初期費用は例外として、不動産業及び建設業に属する多
くの企業は、履行コストを発生時に費用として認識し、収益を一
定の期間にわたり認識するであろうことが予想されます。

契約の当事者が対応する価格の変更に合意する前に契約
の範囲の変更を承認した場合には、売手は、上記の変更に関
するガイダンスを適用する際に取引価格の変更の見積りを使
用します。また、変動対価の制限についても適用します（ステッ
プ3をご覧下さい）。

契約獲得の増分コスト

契約を履行するためのコスト

建設会社は、現在建設中の建物の全階の床材仕様を
改修することに合意しています。床材の最終的な詳細につ
いては合意されていますが、当該建設会社は、この変更に
より支払われる追加の補償に関しては、いまだ顧客との合
意に至っていません。本契約は、単一の履行義務（すなわ
ち、建物）で構成されており、収益は一定の期間にわたり認
識されるとそれまでに判断されました。

この場合、当該建設会社は、変更により生じる取引価
格の変更を見積り、制限を適用します。改修された床材及
び当初の契約により移転されるすべての残りの財又は
サービスは、すでに顧客に移転されている財又はサービスと
は「別個の」ものであるとはみなされません。そのため、当該
建設会社は、建物の完成に向けた進捗度の測定値を見直
し、これを改訂後の取引価格に適用します。現在までに認
識された収益は、「累積的キャッチアップ」のベースで見直
しを行います。

設例11－まだ合意していない価格の変更
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表2－契約を履行するためのコスト

以下の要件のすべてに該当する場合には、コストを資産として認識します：
•	以下の項目を含むコストが契約（又は予想される契約）に直接関連する：

–	直接労務費
–	直接材料費
–	契約又は契約活動に直接関連するコストの配分額（例えば、契約

管理及び監督のコスト、契約の履行に使用される器具及び設備の
減価償却費）

–	顧客に明示的に請求可能なコスト
–	企業が契約を締結したことだけを理由にして発生したその他のコス
ト（外注先への支払など）

•	当該コストが、将来において履行義務の充足に使用される企業の資
源を創出するか又は増価する
•	企業が当該コストの回収を見込んでいる

発生時に費用として認識されるコストには以下の項目が含まれます：
•	顧客に明示的に請求できない一般管理費
•	仕損じた原材料、労働力又は他の資源のコストのうち、契約の価格

に反映されなかったもの
•	充足した履行義務に関連するコスト
•	残存履行義務に関連するコストのうち、充足した履行義務に関連し

ているコストと区別できないもの
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IFRS第15号では、企業は、資産として認識した契約コストを、
関連する財又はサービスが顧客へ移転されるパターンと整合
的で規則的な方法で償却します。企業は、移転の予想パターン
に重大な変化を識別した場合には、IAS第8号に従って見積り
の変化を反映するように、償却を見直します。

企業は、資産の帳簿価額が、関連する財又はサービスに関し
て企業が受け取ると見込んでいる対価の残りの金額から、当該
財又はサービスの提供に直接関連し、まだ費用として認識され
ていないコストを差し引いた金額を超過する場合には、減損損
失を純損益に認識します。企業が受け取ると見込んでいる対価
の金額の算定に際して、企業は、前述の変動対価の制限を考
慮せずに、顧客の信用リスクの影響について修正を行います。

セール・アンド・リースバック取引の会計処理は、IAS第17号
「リース」（又はIFRS第16号「リース」）の範囲に含まれ、それに
より売手である借手が認識するはずの収益の一部の繰延べが
生じる場合があります。リースに関する新しいガイダンスは、売
却が生じたかどうかの検討はIFRS第15号のガイダンスを使用
して行うことを確認しています。

売手である借手が顧客の要求により資産を買い戻すことを
義務付ける顧客のプット・オプションが付されたセール・アンド・
リースバック取引は、資産に対する支配が顧客に移転したかど
うか、したがって売却が実際に生じたかどうかに疑問を生じさせ
ます。売却が生じなかった場合には、契約は金融取引として会
計処理されます。この場合、売手である借手は引き続き譲渡資
産を認識し、譲渡収入と同額の金融負債を認識します。この金
融負債（及び買手である貸手が認識した対応する金融資産）
は、IFRS第9号「金融商品」に従って会計処理されます。

IFRS第15号では、買戻契約（コール、先渡及びプット）の対
象となっている売却の会計処理方法に関する詳細なガイダン
スが示されており、各契約の事実及び状況についての慎重な
分析が求められます。

契約コストの償却及び減損

セール・アンド・リースバック取引

建設サービス会社には、通常、契約に基づく履行の準備
を進める間に、さまざまなコスト（「着手費用」）が生じます。
これらのコストには、例えば、建設現場の設計計画、現場
周辺の既存のすべての公共設備の法定図面の入手及び
現場のケータリングや警備を行う業者の選定に関するもの
が含まれます。新しいガイダンスでは、企業がこれらのコスト
の会計処理方法を再検討することを要求しています。

IAS第11号では、着手費用を資産として認識し、契約の
存続期間にわたって償却することを認めていますが、多くの
建設会社はこれらのコストを発生時に費用として認識する
傾向があります。IFRS第15号では、本基準における特定
の要件に該当する場合には、当該コストを資産として認識
することが要求されます。したがって、それぞれの企業に対
する影響はすべて、各顧客契約の詳細及び現行のIFRS
に基づいて過去に適用された方針に左右されます。

実務上の留意点－着手費用



Get ready for IFRS 15

28	 Issue 1 August 2016

IAS第11号による損失が見込まれる契約が契約コストの合
計（例えば、工事間接費の適切な配分を含む）の見積りを用い
て測定されているという事実により、もう一つのさらなる影響が
予想されます。これは、IAS第37号において識別される「不可
避的なコスト」の影響を上回る可能性が高いです。

主たる請負人として行動する企業は、建設に係る保証を顧
客に提供する場合があります。建設プロジェクトにおける外注
先の関与は、関与している当事者に対してある程度の法的複
雑性を増加させますが、会計上の観点からはその基本原則は
他の業種と同じです。保証が、新しい建物が合意された仕様に
従って建設されており、隠れた瑕疵がないというアシュアランス
を買手に提供している場合、一般的には、IAS第37号「引当金、
偶発負債及び偶発資産」のコスト発生に関するガイダンスを用
いて会計処理されます。顧客が保証を独立で購入できる場合、
又は保証の全部又は一部が、上記の基本的なアシュアランス
に加えて顧客にサービスを提供している場合には、それは独立
した履行義務として会計処理されます。この場合、開発業者は、
保証におけるアシュアランス部分とサービス部分とを区分して
合理的に会計処理できない場合を除き、取引価格の一部を当
該サービスに配分します。保証のアシュアランス部分とサービ
ス部分を合理的に区分できない場合には、両方の保証を一括
して単一の履行義務として会計処理します。

IFRS第15号には、契約に基づいて履行するための不可避
的なコストが、当該契約により受け取ると見込まれる経済的便
益を上回る契約の会計処理方法に関するガイダンスが示され
ていません。したがって、当該契約は、IAS第37号「引当金、偶
発負債及び偶発資産」のガイダンスを用いて会計処理されます。

IAS第37号では、引当金を認識する必要があるかどうかの判
定は契約レベルで行います。IAS第11号では、1つの契約にお
いて2つ以上の資産の建設を求める場合、各資産の建設は、
一定の要件に該当する場合に独立した契約として会計処理さ
れます（すなわちセグメント区分）。これは、各セグメントが不利で
あるかどうかを判定するにあたり、各セグメントを別個に評価する
ことを意味します。例えば、1つの資産の建設が不利であり、損
失を生み出すことが予想される場合には、2つ目の資産及び契
約全体が不利でないとしても引当金を計上します。これについ
ては、企業がIFRS第15号を適用した場合に変わることがあり
ます。類似のセグメント区分の引当金についてはIFRS第15号
に含まれておらず、IAS第37号の「契約」は、IFRS第15号の

「履行義務」よりも上位の会計単位であるように見えます。企業
がIFRS第15号を適用した場合に契約が不利であるかどうかの
判定は、履行義務レベルではなく、契約レベルで行います。さら
に、IFRS第15号において、企業が同時又はほぼ同時に締結し
た複数の契約を結合することを要求する場合には、契約が不
利であるかどうかの判定は、結合した契約（すなわち、IFRS第
15号の観点から見た「契約」）のレベルで行わなければなりま
せん。

保証

不利な契約

契約が不利であるかどうかを判定する際に、IAS第37号
では、受け取ると見込まれる経済的便益を考慮することを
企業に対して要求していますが、それがどのようなことかは
具体的には定義していません。現行のIFRSでは、分析は、
受け取る可能性の方が高い収益を含めるか又は確率加
重ベースで行います。このアプローチは今後も引き続き適
用され、企業は、受け取る経済的便益を見積る際にIFRS
第15号の制限を適用することは要求されないであろうと私
どもは考えています。契約が不利であるかどうかの判定は
IAS第37号のガイダンスに従いますが、こうした制限は
IFRS第15号の特徴です。

実務上の留意点－契約が不利であるかどうかの判定
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IFRS第15号では、企業は、契約を財政状態計算書において、
報告日現在での企業の履行と顧客の支払との関係に応じて、
契約負債又は契約資産として表示します。対価に対する企業
の無条件の権利は、債権として区分表示します。図4は、さまざま
な資産及び負債が生じる状況についての概要を示しています。

企業は、顧客から受け取った（又は支払期限が到来してい
る）対価が現在までの履行について認識した収益を超える場
合には、契約を負債として表示します（図の仕訳1、5、6）。逆に、
企業が報告日現在で財又はサービスを移転したが、顧客がまだ
支払っていない場合には、企業は、契約資産又は債権のいず
れかを認識します（仕訳2、3、4）。企業は、当該金額の支払の
期限が到来する前に（又は支払期限がすでに到来しているとき
に）時の経過だけが要求される範囲で債権を認識します。そうで
ない場合には、契約資産を認識します。

表示

IFRS第15号では、財政状態計算書において契約資産
又は契約負債を表示する際に、特定の名称の使用を要求
していません。例えば、企業が、契約負債を「繰延収益」と
いう科目名のもとで記述することが適切であるとそれまで判
断していた場合には、それを継続することができます。

同様に、多くの場合に、工事型契約には、特定の日又は
さまざまな目標の達成時に買手により支払われる金額を項
目別にした詳細な請求予定表が含まれています。現在まで
に認識した収益が顧客から受け取った対価の金額を超え
ることから、契約資産又は債権が生じる（通常、建設預り金
が存在する場合に発生します）場合には、企業は適切な科
目名を選択する際にある程度の柔軟性を有することになり
ます。例えば、企業が、特定の資産を示す際に、財務諸表
において「未請求の営業債権」という科目名を使用するこ
とが適切であるとそれまで判断していた場合には、それを継
続することができます。しかし、この場合には、それが債権の
サブカテゴリー（すなわち、当該金額の支払期限が到来す
る前に時の経過だけが要求される）又は契約資産であるか
どうかを財務諸表利用者に明確にすることを保証するよう
に注意しなければなりません。

従来のIFRSでは、主に、収益を認識する前の現金の受
領に焦点を当てた繰延収益の定義を基礎として、図4の仕
訳6は推奨されませんでした。IFRS第15号では、企業は、
契約により金額の支払期限が到来しており（しかしまだ受
け取っていない）、履行がまだ生じていない場合には、こうし
た仕訳を認識することを要求されます。これは、多くの企業
にとって実務の変更が生じることを表しています。

実務上の留意点－契約資産及び契約負債の表示
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図4－IFRS第15号に基づく債権、契約資産及び契約負債

財又はサービスが
顧客に移転されたか？

支払を受け取ったか？

支払期限が
到来しているか？

支払を受け取ったか？

企業は支払に対する無条件の
権利を有しているか？

（支払期限が到来する又は
支払期限が到来する前に
時の経過だけが要求される）

借方　現金
貸方　収益
貸方　契約負債

借方　現金
借方　契約資産（又は売掛金）
貸方　収益

借方　売掛金
貸方　収益

借方　契約資産
貸方　収益

借方　現金
貸方　契約負債

借方　売掛金
貸方　契約負債

仕訳なし

はい－認識した収益よりも
多くの現金を受け取った

はい－一部の現金を受け
取ったが、収益よりも少ない

IFRS第15号では、企業は、契約を財政状態計算書におい
て、報告日現在での企業の履行と顧客の支払との関係に
応じて、契約負債又は契約資産として表示する。
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表3－開示要求の概要

•	顧客との契約から認識した収益
　（収益のその他の源泉と区別する）
•	債権及び契約資産に係る減損損失

•	収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実
性を描写する区分
•	財務諸表利用者が、IFRS第8号「事業セグメント」に従って

報告セグメントについて開示される収益情報との関係を理
解できるようにするための十分な情報

•	契約資産、契約負債及び債権の期首残高と期末残高（区
分して表示していない場合）を含めること
•	当期に認識した収益のうち期首現在の契約負債に含まれ

ていたもの及び過去の期間に（全部又は部分的に）充足し
た履行義務による収益
•	履行義務の充足の時期と支払時期の関係の説明
•	契約資産及び契約負債の残高の重大な変動の説明

•	企業が履行義務を充足する通常の時点
•	重大な支払条件
•	財及びサービスの内容
•	返品、返金及び類似の事項の義務
•	製品保証及び関連する義務の種類
•	期末における残存履行義務に配分した取引価格の総額1

•	予想される履行義務の充足の時期に影響を与える判断
•	一定の期間にわたり充足する履行についての収益を認識

するために使用した方法及び説明
•	取引価格及び履行義務への配分額（例えば、変動対価の

見積り及びそれが制限されるのかどうかの評価、並びに履
行義務への配分）

•	資産化したコストを算定する際に行った判断
•	使用した償却方法
•	主要区分別の期末残高及び償却費

全般

収益の分解

契約残高に関する情報

履行義務に関する情報

重要な判断に関する情報

契約の獲得又は
履行のためのコストから
認識した資産
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すべての企業、特に期間が1年以上
の契約を有する企業は、現在要求されて
いるものの他に追加的な開示を行うこと
が必要となります。その結果、システム及
びプロセスにおいて、新基準に準拠する
ために必要な情報の増分を把握して、そ
の概要を説明する必要があります。重要
な新しい開示の一部を右に示します：

開示

1	（i）履行義務が、当初の予想期間が1年以内の契約の一部であるか又は（ii）企業の履行が顧客の価値に直接対応するときに請
求する権利を有している金額で収益を認識するという、実務上の便法を企業が適用する場合には要求されない。
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IFRS第15号では、企業が新しい情報を把握し追跡すること
を要求しており、特に、拡充した開示要求に従う場合にこれを
要求されます。既存のシステムを修正できるか又は置き換えな
ければならないかを検討し、評価及びベンダーの選定を早期に
開始しなければなりません。

新しい要求事項を理解し、新しい又は変更された会計システ
ムやプロセスをより効果的に使いこなすために、スタッフが必要
とする追加的な研修を特定しなければなりません。

収益の認識方法が変わることで、関連する法人税の納付の
時期及び従業員の報酬制度といった他のキャッシュ・フロー項
目に影響を与える可能性があることを考慮しなければなりませ
ん。また、移行に関するさまざまな一度限りのコスト（既存の進
行中の契約に対する影響を分析するための追加的なスタッフ
を雇用するためのコスト及び従来のソフトウェアシステムに変更
を行うためのコストなど）が発生することになりそうです。

上記の会計処理上の影響に加え、この重要な新基準の導
入は、以下を含む、企業の他の領域に相当な影響を与える可
能性があります。

所有者及び他の利害関係者が、新基準が企業及びその財
務情報に与える影響を理解するために、必要なすべての情報
が提供されているかどうかを検討しなければなりません。

一定の期間にわたる又は一時点での収益の認識、及び契
約の獲得又は履行のためのコストの資産化に関するガイダン
スが変更されることから、認識される資産及び負債に変動が生
じる場合があり、これは既存の借入制限条項の遵守に影響を
与える可能性があります。潜在的なリスクを識別し、十分に余裕
をもって貸手との議論を開始しておかなければなりません。

収益認識の時期に対する重大な影響が識別された場合に
は、企業のボーナス及びその他の補償の支払額が企業の補
償の目的と引き続き一致するように、それらの制度に変更を行
う必要があるかどうかを検討しなければなりません。

他の企業に対する影響 会計システム及び関連プロセス

投資家情報

スタッフの研修

銀行取引制限条項

内部の予算編成

ボーナス及びその他の補償に関する計画



       
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

               
 

 
 

 
 

                                                                                   
                                                                                   

3. 発効日及び経過措置

IFRS第15号は、2018年1月1日以後開始する事業年度から適用されます。早期適用は
認められます。

企業は、次のいずれかの方法で新しい収益基準を適用することを要求されます：
•	 一部の実務上の便法に従い、表示する過去の各期間に遡及して
•	 当期に認識した初度適用による累積的影響を認識するとともに、遡及して

企業が当期のみを修正再表示することを選択する場合には、適用初年度に次の追加的
な開示を行うことを要求されます：
•	 財務諸表の各表示科目について、新たな収益基準の適用による当期への影響
•	 著しい影響の理由の説明
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